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土：地改良による農業経営構造変化

に関する研究

愈　柄強
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豊。はじめに

　日本の水田農業における土地改良は既に百年以上の歴史をもっている。昭和36

年に「農業基本法」が打ち出され、それを契機に土地改良投資の重点が大きく変わ

った。つまり、かんがい排水整備から基盤整備への重点移行である。変容した基盤

整備の重点は、昭和38年に事業制度化された圃場整備事業を中心として、高性能

大型機械の稼働率を高めるような土地基盤の整備を進めることにある。このような

土地改良事：業の変容は、農業構造の改善、高能率農業経営主体の創出を旨とした基

本法農政のあり方と密接不可分のものである。

　このような圃場整備を串心とする土地改良事業が農業生産力の発展、とくに労働

生産性の向上に大きな役割を果たしてきたことについては、すでに多くの研究蓄積

がある。しかし、今日までの土地改良事業評価方法は主として、費用・便益関係で

とらえ、「単位面積当り収量の増大」、「必要投下労働量の減少をはじめとする生

産費低下」といったような直接的効果からr機械化による経営規模拡大」、　「経営

部門組織の改革」といったような間接的な効果までの合計として把握されている。
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このような生産力の側面のみに集中した評価には、土地改良効果とその発現のメカ

ニズムとの関連が十分にっかめないという悶題点が伏在していることが指摘されて

いるD。つまり、農業生産力論において、生産力の形成・発展の痛点ユズムの解明

を行うに当たって農業構造の変化に対し、土地改良事業がどのように関わってきた

かについてはまだ未整理の部分が残されており、その関係を明確にすることが重要

となるからである。

　一方、北海道の稲作地帯においては、「基本法農政」以降、一方における大量の

離農と、他方にお．ける耕地規模の拡大とが激化し、階層分化がきわめて急速に進展

してきた。つまり、昭和30年忌後半以降、労働力の減少、その中での規模拡大、

これらに対応しての機械化の進展といったように、北海道の農業構造は大きく転換

してきた。

　北海道においては従来から、農業構造の変化と土地改良の進展との関連について

の事例的研究はあるが2｝、周知のように、農業構造の変化は経済的な情勢、例えば、

経済成長による農業外の雇用機会の増加と深く関わっている。したがって、農業構

造の変化に対する土地改良事業など直接的影響要因の効果の程度を吟味するには、

農業外的な要因を区別してみる必要がある。また農業構造変化の申で、どのような

農家主体が、どのように変化したかを明らかにする必要もある。

　以上のような問題意識で、本稿では土地改良事業が農業経営構造の変化にどのよ

うな影響を与えたか、またこのような農業構造の変化は農家主体（経営構造）とい

かに関わっているかを明らかにしたい。

　地域レベルで、土地改良事業の導入は地域の経営構造と主体的な要素と深く関わ

っている3）。また、事業の実施によって、地域の農業経営構造の変化がもたらされ

る。その変化は農外的な経済・社会清勢にも影響されるが、事業未実施の地域より

実施した地域の方が構造の変化がより大きいと考えられる。

　また農家レベルでみれば、事業導入に当たって積極的な態度や反対の態度をとる

農家など多様な対応がみられるが、それらの態度は個々の経営構造や経営の主体的

な要素と深く関わっている魂）。事業の実施による影響はまた個々の経営構造、及び

事業の実施状況によって違ってくるであろう。つまり、積極的な態度をとった農家

は事業実施後積極的な経営の展開を示すであろうし、逆に反対の農家は消極的な展

開となるであろう。もちろん、事業実施後、経営主の世代交代などによっても、経

営規模拡大などによる経営構造の変化形態が変わってくるであろう。

　このようにさまざまな問題局面が想定できるが、本稿では次の二つの課題を設定
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する。つまり、①土地改良事業の実施による農家の階層分化や機械化の進展といっ

た地域経営構造への影響をどのようにもたらしたか、を集落レベルで明らかにする

こと。②当初事業導入に対する農家の態度の差異によって、事業実施後の経営展開

及び経営構造の変化において、どのような相違を示すのかを明らかにすること。の

二つである。

窪．地域農業構造の変化と土地改良

　本田では、圃場整備事業による地域農業の経営構造への影響を集落レベルで実証

的に分析する。

1＞地域農i業の概要

　分析対象とした深川市は、空知支庁の北部、石狩川の中下流域にひらけた石狩平

野の東北部に位置し、早くから道内有数の稲作先進地として、さらに良質米生産地

として知られている。現在管内には、深川市、一己、宇内、音江、多度志、及び稲

田の6っの農協がある。また、水田のかんがいを行っている土地改良区としては、

深川、神竜、空知、及び多度志の4つがある。圃場整備事業の実施は昭和39年か

ら、道内でも早い時期から行われ、昭和47年にはほとんど全域が施行完了してい

た。

　農業構造についてまず農家形態をみると、圃場整備事業が初めて導入された昭和

4◎年には、：專業農家率は約65％、亙兼農家率は20％余り、K兼農家率は10

％余りであった。階層劉の戸数分布については、3ha以下の農家率は40％近く、

3～5haの農家率は50％近く、5ha以上の農家率は10％余りであった。ま

た、一戸当りの経営面積は3ha強であった。このような農業構造は圃場整備事業

の進展に伴って大きく変化してきた。昭和6◎年には、専業農家率が40％余りに

減少し、3ha以下の農家率は3◎％近く、3～5簸aの農家率は約20％に減少

し、5熱a以上の農家率は約55％に増加した。また、一戸当りの経営面積も約5．

5鼓aに拡大した。さらに、著しい機械化の進展もみられるようになった。そのう

ち、昭和48年ごろまでには、個別有トラクターと共有組織有トラクターの普及程

度は同じぐらいであったが、それ以降は個別有トラクターが急激に普及している。

　一方昭和40年以降、一戸当りの男子墓幹農業尊従者数や跡継ぎ専従者のいる農

家率などが減少している。
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2）地域農業構造の変化と土地改良

　ここでは、集落レベルで集落の経営構造の変化を類型化し、それらの変化構造の

性格が圃場整備事業展開の内容といかに関連するかを明らかにする。

　前述のように深川市管内では、圃場整備事業は昭和39年から実施されはじめ、

昭和47年にはほとんどの地区で実施されていたが、本稿では、事業導入の取り組

みが早いか遅いかといった取り組み時期と経営構造が深く関連するという認識から、

昭和4◎年から45までを第豆期、昭和45から50までを第H期、昭和5◎から

6◎までを第覆期としてくくっておく。そこで、このような各磁心に主成分分析を

擾用しながら、各期間の構造変化を代表する変数に注目して集落の類型化を試みる。

このような作業を踏まえて、次に諸類型の特性と圃場整備事業実施状況との関連に

ついて検討する。

　集落類型対象は、深川市管内において相対的に立地条件が近似しているとみられ

る旧深川、一己、及び三内町管内の昭和4◎丁丁点で水田率が85％以下の集落を

除いた65集落である。

第1表　　主成分と各指標との相関係数「（昭和4Q～45年）

変化量指標 単位 PC飢 PCA2

1兼農家率 ％ 0，334 0，216

H兼農家率 ％ 刃。487 一〇。059

3ha以下農家率 ％ 一〇。843 一〇。391

3～5ha農家率 ％ 0，081 0，959

5ha以上農家率 ％ 0，823 一〇。528

農業年老農家率 ％ 一〇．213 一〇．266

一戸当り臨雇延べ人数 人 ◎，713 0，171

一戸当り経営耕地面積 ha 0，926 一◎．067

一戸当り10PS以下トラク外台数 台 0，◎13 0，106

一戸当り1◎PS以上トラク外台数 台 ◎，585 O，1◎8

固有値 3，864 1，563

寄与率 0，386 0，156

累積寄与率 O，386 0，543

注：各年のセンサス集落カードより欝算作成。
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　（1）第蓋期（昭和4◎～4δ年）

　経営構造の表す10醸の特性値の昭和4◎年から45年までの変化量を用いて主

成分分析を試みた結果は、第1表に示した通りである。まず、第1主成分は一戸当

りの経営面積や5捻a以上農家率及び一戸当りの臨蒔雇用延べ人数の変化量と高い

正の相関関係を示し、また一戸当り10PS以上トラクター台数の変化量とも正の

相関をもっている。また同時に、3簸a以下農家率の変化量とは高い負の相関をも

っている。したがって、第1主成分を上層農家の経営規模拡大度合を表す総合指標

と解釈できる。第2主成分は3～5薮魏農家率の変化量と高い正の相関をもってい

ることから、この主成分は中層農家の増加度合を表す指標と解釈できる。これら2

っの主成分によって全情報の54％を説明できるものとなっている。

　次に、第1、2主成分の得点によって、集落を亙a、互b、亙。と夏dの四つの類型

に分類した。つまり、亙a型は第1、第2主成分ともに正であり、上層農家の経営規

模拡大の程度が大きく、また中層農家の減少度合が小さいという性格をもつもとで

ある。亙b型は第1主成分が正、第2主成分が負である。すなわち上層農家の経営規

模拡大度合が大きく、中層農家の減少度合が大きいという性格をもっている。夏。型

は第1主成分は負、第2主成分が正である。すなわち上層農家の経営規模拡大度合

が小さく、中層農家の減少度合が小さい（中農層が比較的保たれてきた）という性

格をもっている。さらに、夏d型は第1、2主成分ともに負で、すなわち上層農家の

経営規模拡大度合も小さく、中層農家の減少度合も大きかったという性格をもつ。

　以上のような性格をもつ4っの類型の集落分布と圃場整備事業の実施状況との関

第2表　　集落の類型と圃場整備事業の実施
　　　　　　　一臼蛋萎…040～45年艮署一

類型 実施 未実施 計 実施 未実施 計

13

P6

P1

S

531◎3 18

P9

Q1

V

29．5

R6．4

Q5．0

X．1

23．8

P4．3

S7．6

P4．2

27．7

Q9．2

R2．3

P0．8

計 44 21 65 100．0 1◎0．0 100．○

注：左欄は集落数、右欄は比率である。
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連を示したのが第2表である。これによると、まず憂a型は圃場整備事業を実施した

集落グループが多いことがわかる。すなわち未実施の集落より実施した集落の方が

上中層農家が存在し、かつ経営規模拡大度合が大きかったことを示す。亙b型につい

方がより多く分布している。すなわち未実施の集落は中層農家の減少度合が小さい

場合を示す。さらに互d型については、未実施の方がより多く分布している。すなわ

ち未実施の集落が、上層農家の経営規模拡大度合も小さく、中層農家の減少度合も

大きいという側面を示すものである。

　このように、全体的にみると圃場整備事業を実施した集落においては上層農家に

よる経営規模拡大の度合が大きく、未実施の集落は経済二子の変化などによって農

家の階層分化はある程度進んでいるが、実施した集落よりは構造の変化がより小さ

ては、未実施より実施したグループの方がより多い。すなわち、実施した集落が中

層農家の減少度合が大きかったという場合を示す。また夏。型については、未実施の

いことがわかる。

　（2＞第豆期く昭和45～50年）

　第∬期についての主成分分析結果は第3表に示した通りである。まず第1主成分

は5ha以上農家率の変化量と高い正の相関をもち、一戸当り経営耕地面積の変化

量についても正の相関をもっている。また3～5鮭a農家率の変化量とは高い負の

第3表　　主成分と各指標との相関係数（昭和45～50年）

変化量指標 単位 PCA1 PCA2

！丸心家子 ％ 0，251 0，671

3～5ha農家率 ％ 一◎．823 一〇．258

5ha以上農家率 ％ 0，93◎ 0，013

一戸当り男子基幹農業従事者数 人 一〇．029 一〇．038

一戸当り経営耕地面積 ha 0，657 一〇．141

一戸当り田植機台数 台 一◎．100 ◎，842

固有値 2，170 1，196

寄与率 ◎，362 0，199

累積寄与率 O，362 0，561

注：各年のセンサス集落カードより計算作成。
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相関をもっている。したがって、第1主成分は農家の分化度合を表す指標と解釈し

た。第2主成分は一戸当り田植機台数の変化量と高い正の格関、互兼農家率の変化

量とも正の相関をもっている。したがって第2主成分は機械化・兼業化の進展度合

を表す指標と解釈した。この2っの主成分で全情報の56％の説明力をもつ。

　次にこの2っの主成分の得点によって、集落を∬a、恥、豆。とHdの四つの類型

に分類した。つまり、Ha型は第1、2主成分ともに正で、すなわち大規模・面積拡

大農家の多いさや機械化・兼業化の進展度合が大きい性格をもっている。Hb型は第

1主成分が正、第2主成公が負で、すなわち大規模・面積拡大農家の多いさが大き

く、機械化・兼業化の進展度合が小さいという性格をもっている。Rc型は第1主成

分が負、第2主成分が正で、すなわち3～5ha層への集中化、機械化・兼業化の

進展度合が大きい性格をもっている。最後に∬d型は第1、2主成分とも負で、すな

わち大規模・面積拡大の農家の多いさや機械化・兼業化の進展度合が小さいという

性格をもつ。

　このような性格をもつ類型の集落分布と圃場整備事業の実施状況との関連をみた

のが第4表である。これよると、まず豆a型については、実施したグル～プが多く分

布している。つまり事業実施した集落の方が、大規模・面積拡大農家の多いさや機

械化・兼業化の進展度合が大きい。次にHb型については、両グループには大差がな

い。また払込については、実施したグループのほうがより多く分布している。つま

第4表　　集落の類型と圃場整備事業の実施
　　　　　　　一昭和45～50年二一

類型 実施 未実施 計 実施 未実施 計

Ha
gb
gc
dd

11

P6

P3

P8

0214 11

P8

P4

Q2

19．0

Q7．6

Q2．4

Q1．0

0．0

Q8．6

P4．3

T7．1

16．9

Q7．7

Q1．5

R3．8

計 58 7 65 100．0 100．0 100．0

注：左欄は集落数、右欄は比率である。
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り事業実施した集落のほうが機械化・兼業化の進展度合が大きい。さらに掘型につ

いては、未実施グループのほうが多く分布している。つまり未実施集落では、大規

模・面積拡大農家の多いさや機械化・兼業化の進展度合が小さい。

　このように、全体的にみると圃場整備事業の実施によって、面積拡大農家が増加

した。また機械化の進展も大きい。一方機械化によって省力化が達成されたために、

兼業化の進展も大きいものといえる。逆に未実施の集落では、農家の分化が相対的

にあまり進んで、・なく、また機械化の進展程度があまり変わっていない。

　（3）第懸期（昭和50～6◎年）

　第頂期についての主成分分析結果は第5表に示されている。第1主成分は5鉄a

以上農家率、一戸当りの経営耕地面積及び借地農家率の変化量とは高い正の相関を

もち、3～5姓a農家率の変化量と高い負の相関をもっている。したがって、第1

主成分を耕地規模拡大の度合を表す指標と解釈した。次に第2主成分は一芦当り男

芋墓幹農業奪従者人数及び跡継ぎ農業専従者入数の変化量と高い正の相関をもって

いることから、この主成分を営農主体の存在度合を表す指標と解釈できる。

　次に、この2つの主成分の得点によって、集落を灘a、亜b、灘。と蟹dの四つの類

第5表　　主成分と各指標との相関係数：（昭和50～60年）

変化量指標 単位 PC飢 PCA2

1兼農家率 ％ 0，228 一〇．554

R兼農家率 ％ 一〇。076 一〇．116

3～5薮a農家率 ％ 一〇。803 0，◎63

5ha以上農家率 ％ 0，887 ◎，276

一戸当り男子基幹農業従事者数 人 0，216 0，709

跡継ぎ専従者いる農家率 ％ 0，036 ◎，848

一戸当り経営耕地面積 ha 0，615 ◎，477

借地農家率 ％ ◎，603 一〇．125

一戸当り田植機台数 台 一〇。◎01 0。◎89

固有値 2，824 1，580

寄与率 0，314 0，176

累積寄与率 0，314 0，489

注：各年のセンサス集落カードより計算作成。
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型に分類した。つまり盟a型は第1、2主成分ともに正で、すなわち耕地規模の拡大

度合が大きく、営農主体の存在度合が大きい。璽b型は第1主成分が正、第2主成分

が負で、すなわち耕地規模の拡大度合が大きく、営農主体の存在度合が小さい。題

。型は第1主成分が負、第2主成分が正で、すなわち耕地規模の拡大度合が小さく、

営農主体の存在度合が大きい。最後に廼d型は第1、2主成分ともに負で、すなわち

耕地規模の拡大度合が小さく、営農主体の存在度合が小さい。

　このような性格をもつ類型の集落分布と圃場整備事業の実施状況との関連を示し

たのが第6表である。これによると、まず澱a型については、実施したグループのほ

うが多く分布している。つまり事業を実施した集落では、耕地規模の拡大度合が大

きく、営農主体の存在度合が大きい。次に1Hb型については、両グループ間に大差が

ない。また璽。型については、未実施のグループがより多く分布している。つまり未

実施の集落では、耕地規模の拡大度合が小さく、営農主体の存在度合が大きい。蟹

d型についても両グループ聞に大差がない。

　このように、全体的にみると事業実施した集落では、特に耕地規模の拡大度合が

大きい。すなわち上層農家率、一戸当り経営耕地面積及び借地農家率の増加が大き

い。また、鐙。型でみられた未実施集落での営農主体の存在度合が大きいのは、それ

らの集落では昭和5◎年においてもともと営農主体の存在がより少なかったからと

みられる。

第6表　　集落の類型と圃場整備事業の実施
　　　　　　　一多目辱…羅50～60年聞一

類型 実施 未実施 計 実施 未実施 計

孤a

ﾁb
高モ

gld

13

P5

P8

P2

0241 13

P7

Q2

P3

22．4

Q5．9

R1．0

Q0．9

0．0

Q8．6

T7」
P4．3

20．0

Q6．2

R3．8

Q◎．○

計 58 7 65 100．0 100．0 100．0

注：左欄は集落数、下欄は比率。
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3。農家経営構造変化の特色と土地改良

　本節では、圃場整備後の農家の経営構造の変化、特に規模拡大と個別機械化の進

展に対し、圃場整備の実施状況がどのように関わってきたかを明らかにする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧薪

1鯛門門駆の鞭　　　　　　4
　調査対象地区一N集落は深川市一己農協管内に属する。昭和魂0年には農家戸数

が34戸あったが、昭和62年には23戸に減少している。また、昭和40年に農

協管内のモデル地区として第1次農業構造改善事業が行われ、ほぼ全集落が圃場整

備を行った。それによってトラクター利用組合が設立された。さらに、昭和魂7に

1次構で圃場整備が未実施となった水田も道警圃場整備事業によって行われた。そ

の時に第2次構造改善事業が導入され、集落全戸がトラクター利用野望に加入した。

一方、そのころからトラクターの個別化が進み、昭和53年の水田転作の強化を契

機に、昭和δ5年からはトラクター利用組合はほとんど防除だけの利用附会に機能

変化してきた。

2）耕地規模拡大の特色

　（1）離農の特色

　個別の耕地規模拡大は離農の進展と田野の関係にある。そこで、耕地規模拡大の

特色を明かにする前に、離農の特色を明かにしたい。

　第7表は圃場整備後の離農状況を示している。圃場整備が始まる昭和40年以降

11戸が離農した。事業導入への態度による農家類型別に、すなわちA群（積極的

な農家）、C群く反対した農家）とB群（積極的でもなく反対でもない中間的な農

家）毎に、離農率をみると、A群がやや高く37。5％となっている。　C群とB群

は全体と同じ程度である。また離農の時期別にみると、A群は昭和4璽～45年の

問、つまり事業実施直後の時期がより多く、C群は全部昭和53年以降で、より遅

い時期に離農した。

　次に、経営耕地規模について離農蒔と昭和40年とを比較すると（第8表）、A

群は離農までに拡大している農家が多いのに対し、C群はほとんど変わらずないし

減少しているという特色がみられる。また離農の理由をみると、A群とC群ともに

「後継者なし」となっているが、離農時点の経営主の年齢をみると、A群では全部

が50代半ばであるのに対し、C群では70才前後が多い。すなわちC群は高齢化
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第7表 圃場整備後の離農状況

農家

ﾞ型
　　　離農時期
S1～45　　46～52　　53～

小計 S40

_家
離農

ｦ

A 2　　　　－　　　1 3 8 37．5

C 一　　　　一　　　　3 3 10 30．0

B 3　　　　2　　　　一 5 16 31．3

計 5　　　　2　　　4 11 34 32．4

注：実態調査（昭和63年）より。

第8表 離農農家の概要

離農時 S40

農家 農家 離農 経営　経営主 経営

類型 番号 年次 面積　年齢 面積 離農した理由
（A） （B） A－B

村一1 42 511　　55 554 一43 後継者なし

A 摂一8 44 475　　53 428 47 後継者なし

臣9 53 485　　55 426 59 後継者なし

醤一24 53 303　　72 307 一4 後継者なし

C 冠一16 57 350　　49 369 一19 後継者なし
N－28 57 244　　62 250 一6 後継者なし

興一23 43 356　　37 325 31 規模拡大のため長沼へ移転
揖一33 43 72　　41 97 一25 兼業農家

B 翼一27 45 306　　28 270 36 転職（会社）

鐸一34 50 39　　71 77 一38 後継者なし
醤一32 52 140　　51 119 21 兼業農家

注：深川市役所資料及び農事組合長の聞き取り調査（昭和63年）により。
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が進んでから離農したのに対し、A群はより早い時期に離農している。これらのこ

とから、A群の離農農家は圃場整備事業の導入に対する態度が事業実施後の離農と

深く関わっていると思われる。つまり面積は比較的大きいが、後継者がいないなど

の要因で、圃場整備を実施し、より高い価格で土地を売って離農するという行動が

取られていたように考えられる。

　2）耕地規模拡大の特色

　第エ図はA群、8群及びC群の一戸当りの水鑓経営面積の推移を示している。全

体的にみると、規模拡大は喪三に昭和40～魂5年と昭和52～62年の間に集申し

ていることがわかる。昭和魂0～4§年の間には．A群とB群は大きく拡大してい

るのに対し、C群はあまり変化していないという特色がみられる。また昭和52～

62年の間には、このような特色はみられず、各群ともに増加の傾向をみせている。

以下ではこのような農家類型毎に規模拡大の特色と経営構造との関連についての検

討を試みる。

　①昭和40～45の問

　昭和4◎年の農家の経営構造を示したのが第9表である。まず水田経営面積につ

いては、A群は平均騒．5反でより大きく、C群（騒．2反〉とB群（30．6反）はより

小さい。農家形態別については、A群では全戸專業農家であるのに対し、　C群では

　　　　　　　　第エ図　　　農蒙類型劉一戸当り水田経蛍面轟

鷺

婁6＠

泉

羅5＠

営
霧・・

驚

三総

2露

ノ

49　45　46　為7　爲8　為9　5⑭　5窪 移253ら4総5657総59脇6i　6乏
　　　　　　　　　　　年次（昭和）

一A群・一。群…B群

注：農事組合資料及び実態調査（昭和63年）より。
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臨
1

第9蓑 農家の経営構造（紹和40隼〉 （単位：10a、入、台、％、　K琶、着円）

経営 後継予定者就業状況 農業羅溺人数　　稲刈り 共済 負績　水田反当り
農家 農家 水田経営藁積 農家 累年 素数農業農業兼業圭に 惑う 年越　承岡反当　委誕 承稲 率　　農業農家
類型 番号 S40　S45　S45－40 形態 齢 だけ多い多い選学 ん機 人数　臨嗣人数　颪積率 反収 所得所轡

随一2 53。474．8　2L4 0 53 1　　1　　一　　一　　一 1 0　　　5．6　　　56．2 450 0．4　273　263
翼一3 5LO70．2　呈9．2 0 4！ 星　　1　　一　　一　　一

韮

2　　　L6　　　蓋9。6 510 i．韮　303　288
習畷 48．956．6　　7。7 o 43 ！　　茎　　一　　一　　一

韮

1　　　し3　　　30．7 壌8◎ 1，韮　289　273
A 粘7 42．754．1　1L4 0 56 韮　　童　　一　　一　　一 1 0　　　0。9　　　0．0 520 2．7　308　300

隅一9 4L229．3　一董裏．9 o 42

熟一一一唱
！

韮　　　0．7　　　12．韮 5！0 5．0　300　29韮
潤一25 29，645。9　監6．3 0 42

一一｝一一
1 O　　　L5　　　30．4 500 5，6　291　286

平均 4覆．555．2　10．7 46 0．7　　　0．7　　　一　　　　　一　　　　　一 Lo 0．7　　　　　　2．0　　　　　　　24。8 495 2．6　294　283
潜一5 46。847。3　　0．5 0 65

鱒一一一一
！

2　　　L7　　　2L4 530 O。7　307　292
牌一lo 魂1．242。4　　隻。2 0 56 重　　1　　一　　一　　一 1 0　　　0．7　　　蓋2．1 構 5．1　292　282
餐一童6 3氏936。1　　1．2 ◎ 32

榊輔一一輔
1 1　　　0．6　　　14．3 470 0．2　　282　265

隅一17 35．339．7　　4．4
至 56 1　　一　　ま　　一　　一

隻

0　　　0．8　　　0。0 469 5．童　274　273
C N－18 34。729．5　－5．2 o 55 裏　　一　　1　　一　　一 0 0　　　　0。9　　　　0．0 460 3．6　　271　262
二一20 32．943．9　川西．O

玉 54 1　　一　　！　　一　　一 1 O　　　O．3　　　G．0 530 1．5　304　297
醤一22 32．720．韮　一12．6 0 43 重　　1　　一　　一　　1

呈

0，　　2．1　　　玉2．2 470 5．0　268　262
理一24 29．532．7　　3．2 1 59 1　　1　　一　　一　　藍 o 0　　　2．4　　　33，9 480 互。韮　27蓋　259
潜一26 29．529．6　　0．1 1 52 1　　－　　1　　一　　一 1 0　　　0．O　　　O．O 480 7．4　276　269
鐸一27 24．326．韮　　三，8 1 45 1　　一　　一　　1　　一 0 O　　　O。0　　　0．0 470 韮2．5　27◎　263

平均 34．乞34．7　　0．6 5£ O．8　　0．3　　0．4　　0．1　　0，2 0．7 0．3　　　1．0　　　9．4 48嘆 壌．2　282　272
暦一6 46．15L壌　　5．3 0 66 隻　　1　　一　　一　　一 1 1　　　0。9　　　7．6 480 0．7　289　280
潜一韮1 38．349．8　11．5 1 32

楠一一轄一
1 ◎　　　3．星　　26．1 480 0．8　289　272

逗一韮2 37．457．8　20．4 o 59 1　　1　　一　　一　　一 1 0　　　2．1　　20．1 530 L5　324　315
翼一一3 37．星58．2　2L1 ◎ 53 1　　皇　　一　　一　　一 1 ◎　　　1．2　　　27．O 480 3．3　278　275
潜一隻4 36．940。7　　3．8 ◎ ⑳ 葡　　　　　　　　　　　　　榊　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　層

韮

0　　　2．0　　　40．7 480 0．7　29監　28童
醤一15 34．951．韮　16．2 0 4◎

榊勲一一需
藍

O　　　L4　　　20．！ 460 1◎。弓　274　263

B 鯉一三9 33．840．9　　7．董 o 57 1　　峯　　一　　一　　一 1 0　　　0．9　　　n．、8 500 　　一∴O．8　295　29蓋
醤一21 32。041．9　　9，9 o 60 ま　　一　　一　　一　　一 1 ◎　　　2．0　　　25。O 5圭◎ 4．5　3懲　303
聾一29 22．329．3　　7．0 1 23

鼎一｝鱒陶
i 0　　　0．9　　　0。0 480 一　　310　307

国一30 2重，228．9　　7．7 0 40

一遇一観輔
0 O　　　O．5　　　23，6 470 5．3　287　273

聾31 玉6．128．5　12．弓 1 28 一　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　輔　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　掃
1 O　　　◎．6　　　31．隻 468 3．3　274　2壌8

臣32 10．712．7　　2，0 2 39 応　　　　　　　　　　　　　榊　　　　　　　　　　　　　甲　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　柵 0 0　　　0．7　　　0．0 450 0．8　278　231

平均 30．640．9　10．4 45、 0．4　　0．3　　　一　　　　一　　　　一 0．8 0．1　　　　　　至．壌　　　　　　19．4 482 2．9　290　276
涯言1）膿家形態について、　fOjは専業、　「韮」は1兼、　「2」は2兼業農家。

　　2）負債率需負債利子額／農家所得織G礪、昭和37年の実績。

　　3）水田反当農業所得、農家所得は昭和37，38年の平均。

　　の深川布役所資料及び膿事趨合盗料より。



兼業農家が一番多く50％となっている。B群はその中間にあって33．3％とな

っている。経営主の年齢については、A群とB群はより若く4◎代半ばであるのに

対し、C群は5◎才強である。跡継ぎ予定者の就業状況については、　A群とB群で

は「農…業だけ」が多く、C群ではヂ農業が多い」、　「兼業が多い」が多い。つまり

C群では跡継ぎ予定者が兼業している農家がより多い。次に機械化の普及状況につ

いて耕うん機の所有状況をみると、全体的にはおおむね普及しているが、A群では

全戸所有しているのに対し、c群ではまだ所有していない農家が多い。　B群の普及

程度はその中間にある。

　次に家族労働力の不足状況についてみると、A群では通年雇用している農家が多

く、B群とC群は通年高山は少ないものとなっている。また水田面積当りの農業臨

時雇用延人数や稲刈の委託面積比率をみると、同じようにA群はより多く、B群と

C群はより少ない。それらはそれぞれの水田経営規模と関連しているとみられる。

　また昭和40年の水稲共済反収水準をみると、A群はより高いのに対し、　B群と

C群はより低い。すなわち上層にあるA群農家の土地生産性がより高い。

　さらに農家の経済状況についてみると、負債率〈昭和37年目農家所得に対する

負債利子額の比率〉は、A群とB群はより低いのに対し、　C群はより高い。また水

田反当りの農業所得や農家所得については、A群と8群はやや高く、C群はやや低

い。

　このように、A群の農家は昭和4◎年にはすでに上層に位置し、専業農家で、経

営主も若く、跡継ぎ予定者が専従者となっている。また機械化もより進んでおり、

農業生産性もより高い。このような経営構造のもとで、圃場整備を積極的に推進し、

事業実施後積極的な経営展開をみせていた。もちろん、当時田植や収穫などの作業

はまだ機械化されていないため、農繁期の家族労働力の不是度合が大きい。一方、

耕地規模がより下層にあるB群とC群を比べてみると、農家形態、跡継ぎ予定者の

就業状況、耕うん機の所有状況及び農家経済の側面については、B群はA群とよく

似ており、面積がより小さいため、家族動力の不足度合はA群より小さい。圃場整

備事業の導入に当たってB群は中間的な態度を取っていたが、このような経営構造

のもとで、事業実施後にA群と同じように規模を拡大していった。またC群はB群

より兼業農家が多く、跡継ぎの兼業が多く、耕うん機の普及程度もやや低く、負債

率がより高く、水田反当農業所得や農家所得がやや低い。このような経営構造面の

特徴が、事業実施後に耕地規模があまり変化しなかったことに関係していると思わ

れる。
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第韮O表 殿家の縫営構造（昭和52年） （単位；反、入、俵、万臼）

展家 灘家 水田経営醸積 S52 S62 主 跡継 諏族労鋤力 兼黛 奮甕捌有機械IL 水播籏黙 経費除
類型 欝野・ S45 S50 S52 S62 一45 一52 年齢 年齢 蕊幹補助 竃俸 T　　　p　　　K 反叡 瓢暇入 粗奴入

鯉一2 74．8 74．3 ？4．3 79．4 一〇．5 5．三 32
一 2　　豆 開 T30　　P4　　乳3 9．o 毒4 8

閥一3 70．2 69．5 69．5 73．a 一〇．7 3．7 54 30 2　　葺 簿 ’ぎ30　　P4　　羅4 9．5
」　o　o ●　　・　　．

魏一4 56．6 56．4 60．6 89．7 4．o 29．1 57 27 2　　蓋 A，C τ30　　セ4　　一 9．0
o　　●　　， ．巳・

A 製一？ 54．韮 52．3 52．3 52．4 一1．8 o．｝ 弓7 一 露　　蓋 冊 紅O　　P4　　K3 9．8 鑑7 6

髭一25 45．9 弓5．9 45．9 53．4 o．o 7．5 50 27 c T26　P　　　鼠 io．O 皇7 4

∫1ε均 60．3 59．7 60．5 69．6 G．2 9．1 q8 2．0　0．8 9．5 15 6

誕一韮0 42．4 42．4 42．4 43．0 0．0 0．6 45 一 ≧　　三 負 τ25　P2津4　K2 9．o 皇5 7

輝一蓋7 39．7 39．6 39．6 59．3 一〇．… 濫9．7 45 一 2　　0
義 T25　　P塁　　K3 lo．“ ig 4

灌一嚢8 29．5 36．6 36．6 38．4 7．… 隻．8 38 一 2　　0 ム T28　　一　　民 9．o 12 8

辮一20 43．9 43．9 峨8．6 60．0 4．7 H．奄 68 38 3　　葦 卿 T　　　P4　　1く2 9．8 19 5

C 誕一22 20．垂 20．i 20．1 39．3 0．0 19．2 57 冊 2　　0 轟 1噛20　　P2　　κ2 H．o 響　　陰　　● ●　　・　●

謹一26 29．6 29．9 34．7 44．ユ 5．2 9．壌 47 20 2　　0 C 冨26　　？4　　鑑2 8．7 藍7
●　　o　・

平均 34．2 35．4 37．◎ 47．4 2．8 三〇．3 5G 2．0　0．3 3．6 嚢8 6

錘一6 5董．塩 50．4 50．4 52．0 一蓋，G 1．6 5有 39 2　　1 C τ30　　P4　　試3 8．3
齢　9　6 ，　9　・

潤一三重 鳶9．8 55．0 55．0 54．0 5．2 一1．o 46 一 蓋　　蓋 轟，C’葱2 一　　P　　　赦 9．o 垂3 5

熱一12 57．8 58．1 62．9 93．6 5．0 30．7 52 19 a　　五 朝 T28　　P4　　鼠3 9．5 ｝6
o　　・　　o

司一置3 58．2 57．0 57．o 69．0 一1．2 竃2．o 40 一 2　　0 一 τ30　　一　　駁2
寧　の　， ●　・　● さ　●　◎

司一純 40．7 但。韮 45．1 67．o 麺．4 21．9 54 27 3　　1 轟，C T　　　P4　　藍3 5　・　○ ．　5　・ ●∵
B 麗一15 51．i 50．監 50，垂 6壌．5 一〇．9 越。4 54 26 3　　1 C 蜜28　　P碓　　靱2

o　●　曝 3　●　9 ■　　・　陰

灌一蓋9 窃。．9 奄。．9 40．9 46．6 0．0 5．7 50 冊 2　　0
＆ τ50　　P4　　区4 8．5 裏6 9

錦一21 射．9 42．葦 遭2．1 52．0 0．蓋 9．9 45 一 2　　0
《 一　　ρ4　　区3 io．o 19 5

潤一29 29．3 29．8 3嬢。5 57．垂 5．2 22．6 37 圏 2　　0 盈 T35　　P2　　銭2 庸　o　●

18 9

牒一30 28．9 28．2 28．9 29．8 0．0 0．9 5弓 襯 2　　0 脚 一　　　一　　鼠2
，　●　●

12
・　　．　　●

二一31 28．5 36，韮 35．9 2弓。5 7．5 一置…。4 41 一 五　　韮 義

T28　　P4　　K2 lo．o 16 2

平均 填3．5 44．5 弓5，7 55．5 2．2 9．7 48 2．O　O．5 9．2 i5 6

波：D認暑について、　「一」は該当なし、　「．。．」は不暇．　rAjは経営主、　fCjは後継脅，

　　　T：静クター（数字は馬力数）、P；田麺機（数掌は条数）、K；コンバイン（数字は条数）。

　　2）帰馬瓢取入及び経焚除粗輸入は水碩経営麹凸凹リである。

　　3）臣事組合資料及び実態調査（昭和53隼）より。

「c圃」は女子供。
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　②昭和52～62年目間

　昭和40年の第1次構造改善事業によって、トラクター利用組合が設立された。

また昭和47か月第2次構造改善事業により、集落全戸がトラクター利用組合に加

入した。その後トラクターの個別化が進み、田植機やロンバインの普及とともに、

稲作の機械化一貰体系が形成された。第1図でみたように、昭和45～52年まで

には一戸当りの水田経営面積はあまり変わらず、昭和52年以降になって農家類型

にかかわりなく、1 S般的に拡大が進んできた。

　以下では農家類型毎の昭和52年における経営構造について分析する。これを示

したのが第10表である。昭和52から62年までの水田経営面積の拡大状況をみ

ると、全体的には各群ともに同じ程度に拡大していたが、A群では拡大のやや小さ

い農家が多い。経営主の平均年齢は各群ともおよそ50才ぐらいで、家族基幹労働

力は約2人である。補助労働力はA群がやや多い。また兼業主体については、B群

とC群は経営主による兼業農家がかなり多いが、A群はより少ない。一方トラクタ

ー、田植機及びコンバインの個別有機械化状況は同じ程度とみられる。

　さらに農業生産性については、水稲の反収と経営費を除いた水田経営面積当りの

農業粗収入は各群ともほぼ同じ水準で、それぞれ9．5俵と6万円程度である。

　このように、昭和52年にはA群農家が上層（平均603a）、B群は中層（嘆35a）

、C群は下層（342　a）にあるが、経営主の年齢、家族労働力、機械化の状況及び農

業生産性などの側面についてはあまり大差がみられない。このような経営構造のも

とで、昭和52から62年の問に各群とも水田経営面積が拡大してきた。その中で

中下層のB群とC群、とくに昭和4◎から45年の問にほとんど面積が変わらなか

ったC群についても拡大してきたことは、世代交代による経営構造の変化や、また

集落機能としての小規模農家への優先的な規模拡大の配慮5，などの要因があると考

えられる。

3）個別機械化の特色

　昭和41年にトラクター利用組合が設立され、昭和魂7年から集落全戸が組合に

加入し利用していた。しかし、昭和45年以降田植機の普及にともなって、トラク

ターの個別化が進み、昭和55年目でには全戸トラクターを魑別所有するようにな

った。それ以降はトラクター利用組合は実質的に防除組合に機能が変化してきた。

　第2図は昭和44年から54年までの田植機とトラクターの個別導入状況を示し

ている。これより、田植機が昭和45年に最初に導入され初め、昭和50年までに
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急激に普及し、昭和53年には全戸所有となっている。田植機の普及よりおよそ2

年間のタイムラグをもって、個別有トラクターが普及してきた。

　N集落では田植機が普及されるまではほとんど共同田植が行われていた。しかし、

経済高度成長の下で兼業化への指向などによる農家の多様化によって、共同田植が

ますます困難となった。一方、臨時雇用労賃の急増によって臨時雇用も一層困難と

なった。これらの要素から田植機の普及が加速されてきたといえる。

　次に、このような田植機の普及とともに、トラクター利用組合機能の変化、すな

わち組合利用の低下の主な要因となる個別有トラクターの普及における特色を明か

にする。

　北海道における稲作は春作業の期間が短いという特徴から、醸々の農家は一刻も

早く完終したいという志向がある。さらに偲別有での田植機の導入によって、利用

組合による耕起、代かき作業の時期において農家聞の競合化が一層強まる。また、

そのような競合を避けるために、トラクターの個別有化の志向がますます強くなる。

つまり、田植機の個溺導入はトラクターの個別導入をも促進する主な要因となって

いる。

第2國　　N地区の田植機とトラタターの個別導入状況
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第1圭表 トラクター組合の加入・利用試況

農蜜 展家 離農 組合痴入水田面積高 1台資 組合合書｛’利用料金の増減率 紡除費1劉合 四四整備後

類型 番号 年1欠 S45　S46　S壌7 職年次 　　幽r48　　　S49　　　S50　　　S5蓋　　　S53　　　S55 S53　S55 の土壌類型

醤一2 100　　隻OO　　iOO 51 62．8　　60．聖　　36。6　－77。6　－33。8　　2主．1 8．0　37．6 粘土、黒土

灌一3 100　100　　100 53 78。5．　70．0　　39．0　－13．8　－79．2　　－5．O 7．3　壕7．0
ゆ　　○　　■

A 断4 10◎　　三〇〇　　韮OO 52 62．6　　59．0　282，4　－69．2　－74。6　一三2．1 5．0　29．3 埴土、沖穣、泥炭

爾一7 …00　　100　　100 54 62．6　　59．夏　　34。8　一監3．0　－84．8　　39。5 8．7　32．2 埴土
酎一9 53 蓋00　　玉00　　1◎0

●　　●　　●

17．6　　94二4　　28。3　　－7．6　　　一　　　　　一

一一
●　　●　　o

N－25 玉00　　藍00　　100 53 62．5　　58。7　　39．3　－li、7　－82．8　　17。5 8．3　35」 6　・　曾

随一5 0　　　0　　100
o　o　o

igL7　　42。0　　31．4　－46。9　－74。玉　　互7．2
■　　，　　，　　　　　　　　◎　・　　・ o　　・　　．

酎一1◎ 蓋00　　蓋00　　100 50 69．9　　65。蓋　一20．7　－59．4　－43。0　　20．6 0．0　　◎，0 沖積
酎一16 57 O　　　O　　韮00 ，　●　o

11く塾．0　　39．8　　42．3　一三4．6　－83．8　　17．9
●　　●　　●　　　　　　　　　●　　●　　o ●　　●　　9

鐸一17 100　　蓋00　　100 5裏 壌8．5　　57，2　　42。3　－78．2　－38．6　　56．6 7．9　44．3 粘土、泥炭

鐸一18 蓋00　　100　　蓋00 53 55．3　　61．4　　3夏。5　　－9．5　－79．3　　互4．垂 6．6　28．3
●　　●　　9

C 麗一20 ig　　互9　　m◎ 超 863．5　　　24．9　　33．1　－43．◎　一61畠憲　　28．6 6．9　2？．7 埴土、沸積

卜22 O　　　O　　葦00 50 74．8　　49．7　　－7．2　－5韮．9　－47，◎　109．2 蓋4．7　80」 沖翫泥炭
轟一24 53 0　　　◎　　1◎0

，　o　●

．．．　　36．弓　　弓韮．5　－24．2　　　一　　　　　一

一一 p　o　●

H－26 100　　蓋0◎　　蓋00 53 62．3　　60．6　　35．2　－15．ξ　一86，0　　32．1 9．7　40．5 砂地
酷一28 57 0　　　0　　韮00

■　事　●

曹辱．　　36。3　　33．9　　－3。O　－86．9　　33．五
●　9　　●　　　　　　　　o　撃　● ●　　9　　●

轟一6 董00　　至OO　　珪00 53 62．6　　59．5　　3購，3　一蓋5．8　－75．9　一蓋1．4 5．6　31．5 西土、粘土
瞬一1玉 隻OG　　玉GG　　｝OO 一 57．璽　　？3．弓　　隻7．3　一白癒．3　－86．2　－2圭．1 9．3　　0．G 粘土
潤一12 5藁　　5藍　互0◎ 壌8 玉07．互　　51．2　　　2．2　－70。3　－29．3　　－8．3 7。2　37．8

・　　●　　o

腰一13 1◎O　　蓋0◎　　玉oe 5◎ 62．2　　60．0　　32．2　一蓋5．3　－8弓．1　　弓8．8 9．2　28．9
●　　■　　o

同一14 ？3　　73　　1◎O 49 89．2　　47。8　　　－297　一§6。4　－4Q．互　　一6．5 8．9　53．9 沖積、泥炭
B 卜…5 lOO　　玉OO　　互OO 5査 1壌8．0　　　峨．3　　33。塁　一66．3　－93．9　762。3 6L4　25．6 粘土

錘一三9 至◎0　　100　　100
●　o　o

59．8　　59．8　　33．2　　－8贋7　－85．8　　39。5
●　●　　●　　　　　　　　●　露　■ ○　　・　　●

鐸一2嚢 董00　　100　　100 53 62．6　　59．0　　39．7　　一？．弓　一83，7　　23，6 8．5　36．6 砂土
醤一29 監O◎　　100　　孟00 48 69．嬢　　峨9．8　　33．5　－65．3　－54．2　　　8．9 7．6　36．6

曾　　●　　・

N－30 弓6　　弓6　　100 53 48。噛　　59．2　　3峨◎5　－15◎2　－80．2　　2L3 6．8　34．3 半泥旋

挑31 玉00　　100　　1QO 51 6二．8　　55．塁　　38．8　－78．5　－5孟．8　繭玉2．3 蓋0．9　　0．O 粘土藩泥炭
聚一32 52 100　　100　　100 ●　●　○

62．5　　69．3　　26。8　一三1．8　－9葦。5　　　一

”備
曾　　●　　●

注口重）「一」は該当なし、　r＿墨は不闘。

　　2）防除費割合は食計利用料金に対する肪験利用費用の比寧である。
　　3）トラクター利紺組合資料及び異態講査（照和63年〉より。



　農家類型別に1台目の田植機の普及状況をみたのが第3図である。これにより、

B群農家ではやや早く導入されはじめ、A群とC群では普及のテンポがほぼ同じで

ある。一方、1台臣の個別有トラクターの普及状況をみたのが第4図である。これ

より、B群とC群が同じ時期に普及してきたことに対し、　A群は約1～2年間遅れ

て普及してきている。つまり、構造改善事業の導入に当たって積極的な態度を取っ

ていたA群農家においてトラクターの掴別導入がより遅いものとなっている。

　このようなトラクタ「一の偲劉導入がトラクター利用組合の利用状況にいかに影響

しているがをみたのが第！蓋表である。これによれば、1台蟹のトラクター導入年

次と組合利用舎計料金の増減率を比べると、トラクターを導入した年次から、組合

利用合計料金が大きく減少している。つまり個別轡トラクターの導入によって、組

合の利用が減少している。このように、昭和藝さ年までに個別有トラクターが全戸

に普及したことによって、トラクター利用組合が実質的に防除組下へと機能変化し

ていったのである。

　次に、農家類型別にみられた個別嘗トラクター導入時期の差の要因について考察

してみよう。N集落では昭和喚O年の第1次構造改善事業で圃場整備された面積が

トラクター利用組合の加入面積となっていた。つまり、事業を反対して未実施の農

家あるいは未実施で残された圃場は利用組合外となっていた。第i呈表で示されて

いる組合加入面積率と1台目のトラクタ～導入年次とを比べると、昭和魂7年まで

に全面積が加入していなかった農家の方がトラクターの導入年次が、より早い傾向

がみられる。つまり、上述した欝群と。群農家がトラクターの個別導入がより早く、

A群農家がより遅い傾向が明かである。これが組合への加入状況と深く関わってい

ることがわかる。すなわち圃場整備事業の実施状況がトラクターの個別導入、及び

利用組合の機能変化にも深く関わっていることが示された・

　またA群農家は第里次構造改善事業の導入に当たって積極的な態度を取り、地域

的なり一ダーの役割を果たしていたが6㌧これからも事業の実施によって設立され

たトラクター利用組合を維持させようとする機能が伺える。

瞳。おわ聾に

　本稿では農業経営構造の変化における特徴と土地改良の実施状況との関連につい

て検討してきた。まず集落レベルで、主成分分析を援用して集落の経営構造の変化

について集落の類型化を行い、それぞれの経営構造の変化の特徴に土地改良事業の
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実施状況が深く関わっていることが明かにされた◎つまり、昭和40から45年の

時期には、圃場整備事：業を実施した集落において、上層農家の経営規模拡大の程度

が大きく、未実施の集落では経済情勢の変化などによって農家の階層分化はあるは

程度進んでいるが、実施した集落よりは構造の変化がより小さい。

　また、昭和45から50年の時期には、圃場整備事業の実施によって、面積拡大

農家が増加し、機械化の；進展が大きい。一方機械化による省力化によって、兼業化

の進展も大きい。逆に未実施の集落では、農家の分化が相対的にあまり進んでいな

く、また機械化の程度があまり変わっていない。さらに、昭和50から60年の時

期には、事業を実施した集落では、特に耕地規模の拡大度合が大きく、すなわち上

層農家率、一戸当り経営耕地面積及び借地農家率が大きなものであったことが明か

となった。

　次に農家の経営構造変化、とくに離農の状況、耕地規模拡大及び個別トラクター

の導入における特色が1次構事業導入に当たっての農家態度や農家の経営構造と深

く関わっていることが示された。つまり、積極的な態度を取ったA群農家では離農

率がやや高く、’しかも主に事業実施直後：である。これとは逆に、事業に反対したC

群農家では離農の時期がやや遅い。耕地規模拡大については、拡大の時期は主に昭

和40から45年の問と昭和52から62年置間に集中している。昭和4◎から4

5年の時期に、A群とB群は大きく拡大したのに対し、　C群はあまり変化がなかっ

た。このような特徴は主に昭和40年ごろの経営構造に規定されていると思われる。

また昭和52から62年までの時期には各群とも拡大していた。これは世代交代な

どによって経営構造が変化し、昭和52年には耕地規模の面では群劉に差はあるが、

経営主の年齢、家族労働力及び機械化の状況などの面では経営構造的には同質的に

なってきたことに由来すると思われる。

　また個別機械化の特色について、1次構によってトラクター利用組合が設立され

たが、その後個別有トラクターの導入が進み、昭和55年以降は実質的に防除組合

へと機能変化してきた。その個別有トラクターの導入は圃場整備事業の実施状況と

深く関わっていることが示された。

　このように、圃場整備事業を主とする土地改良事業は、地域ないし農家の経営構

造変化に大きな影響を与えてきたといえる。一方、第1次、第2次構造改善事業の

特徴となる大型高性能の機械の共同利用を推進しているが、個別機械化の特色でみ

られたように、とくにトラクターの個別導入は圃場整備事業の実施状況と深く関わ

っていることから、機械の共同利用と圃場整備の実施状況との問に弾力性と協調性
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が保たれるよう配慮されるべきであろう。

注：

1）亀由宏「土地改良事業の効果測定に関する一考察」、r農林業問題研究』第7

9号、1985年6月を参照。

2）例えば、湯沢誠・七戸長生・塩沢照俊「北海道水田地帯における土地改良：事業

と農業構造問題」、『長期金融』漁蘭、エ§73年。

3）詳しくは、拙稿「土地改良事業実施の経営的墓礎条件に関する要因分析」、北

海道大学農業経営学教室『農業経営硯究』第エ5号、1989年2月。

4）詳しくは、拙稿「前掲」。

5）詳しくは、吉野宣彦「北海道稲作地帯における集落構造の特質」、北海道農業

経営学教室『農業経営研究』第12号、1986年2月。

6）詳しくは、拙稿「前掲」。
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